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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第３四半期連結
累計期間

第67期
第３四半期連結
会計期間

第66期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年

12月31日

売上高（千円） 4,768,722 1,502,715 20,526,840

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△2,041,223 △856,602 1,435,814

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（千円）
△2,636,615 △930,493 638,999

純資産額（千円） － 8,384,103 11,446,573

総資産額（千円） － 16,788,285 21,746,333

１株当たり純資産額（円） － 145.35 198.47

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）（円）

△45.80 △16.16 11.11

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 11.10

自己資本比率（％） － 49.8 52.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,026,454 － 156,200

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△837,066 － △1,049,929

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,635,522 － 581,871

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 1,415,310 2,639,062

従業員数（人） － 560 775

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。　

３．第67期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 560 (29)

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）

は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

　　　２．従業員数が当第３四半期連結会計期間において116名減少しておりますが、主として事業構造改革プログラムによ

る特別転進支援制度への応募によるものであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 384 (25)

（注） １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。

　　　２．従業員数が当第３四半期会計期間において92名減少しておりますが、主として事業構造改革プログラムによる特

別転進支援制度への応募によるものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは工作機械事業の単一セグメントでありますので、事業の種類別セグメント情報は記載しておりませ

ん。以下は品目別の状況を記載しております。

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 生産高（千円）

バー型ＮＣ旋盤 375,061

チャッカー型ＮＣ旋盤 8,976

高精度ＮＣ旋盤 16,016

その他 3,497

合計 403,552

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間における受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 受注高（千円） 受注残高（千円）

バー型ＮＣ旋盤 1,124,406 1,136,656

チャッカー型ＮＣ旋盤 63,240 66,214

高精度ＮＣ旋盤 71,638 45,691

アフターサービス 412,397 16,970

その他 68,747 169,660

合計 1,740,429 1,435,192

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３. アフターサービスは、役務提供、部品販売を含んでおります。

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目 販売高（千円）

バー型ＮＣ旋盤 856,126

チャッカー型ＮＣ旋盤 117,929

高精度ＮＣ旋盤 38,696

アフターサービス 448,447

その他 41,514

合計 1,502,715

（注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

２. アフターサービスは、役務提供、部品販売を含んでおります。

３．主要な販売先については、総販売実績の100分の10以上を占める販売先がありませんでしたので記載を省略

しております。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日～平成21年９月30日）におけるわが国経済は、世界規模の金融危機

の混乱による急激な景気減速から持ち直しの動きが見られるものの、未だ低調な推移であり、円高による為替のマイ

ナス影響に加え雇用情勢の悪化等により、景気の先行きは依然不透明な状況であります。

　当工作機械業界においては、受注に動きが出始めているものの、最大市場である自動車産業では国内・海外ともに設

備投資の抑制傾向は継続しており、依然として低迷が続いております。

　このような状況のもと、当社グループでは策定した事業構造改革プログラムを着実に実行に移すことで、選択と集中

による効率化及び競争力維持を図りました。

　これまでの事業構造改革プログラムの主な進捗としましては、３拠点に分散していた生産拠点の１拠点への統合集

約及びシチズングループの産業機械事業であるシチズンマシナリー株式会社と国内外の販売拠点の共用化を図るな

ど計画通りに実行しております。

　また、平成21年10月１日より製造・技術、営業、管理の３本部制より、技術部を技術本部として独立させた４本部制に

組織再編し、新体制下での経営へと移行しております。

　今後はマネジメント強化に加え、更なる経営効率の向上を図り、営業損益の改善に取り組んでまいります。

　当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高が1,502百万円、営業損失が796百万円、経常損失が856百万円、930百万円

の四半期純損失となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

　国内市場では、当社の主力である自動車業界では景気対策による低燃費の小型車やハイブリッド車等のエコカー

を中心に回復の兆しが見え始めているものの、エコカー以外の車種は低調な推移が続いており、依然として厳しい

状況に変わりなく、売上高 962百万円、557百万円の営業損失となりました。

②　欧州

　欧州市場では、経済状況悪化からの回復の兆しが見出せず、非常に厳しい状況下であり、受注及び出荷が伸び悩ん

だことにより、売上高 189百万円、33百万円の営業損失となりました。

③　北米

　北米市場では、夏場以降に引合いが増加し、受注に動きが見られ始めたものの、主力の自動車業界を中心に設備投

資は抑制されており、売上高 260百万円、49百万円の営業損失となりました。

④　アジア

　アジア市場では中国を中心に回復基調が見え出してきているものの、競合状況は一段と厳しさを増しており、売上

高 90百万円、65百万円の営業損失となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末と比較して203百

万円減少し、1,415百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、609百万円の支出となりました。

これは、主に売上債権の減少176百万円、たな卸資産の減少769百万円などにより資金が増加したものの、税金等

調整前四半期純損失859百万円、仕入債務の減少281百万円などにより資金が減少した結果であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、257百万円の支出となりました。

これは、主に有形固定資産の取得による支出137百万円、ソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出122

百万円により資金が減少した結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、669百万円の収入となりました。

これは、主にコミットメントラインの返済800百万円、長期借入金の返済24百万円等により資金が減少したもの

の、長期借入による収入1,000百万円、社債発行による収入500百万円により資金が増加した結果であります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は43百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませんが、技

術本部を独立本部として組織再編し、次世代産業をターゲットに開発体制の強化を図ってまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　平成21年９月に長野県上田市の本社機能を福島県西白河郡矢吹町の福島工場へ移転し、上田工場及び福島工場を岩

手県北上市の北上工場に統合集約しております。

　これにより、第４四半期連結会計期間（平成21年10月～平成21年12月）に生産設備等の除却を予定しております。

　なお、除却に関る費用等については、第２四半期連結会計期間において事業再編整理損失引当金繰入額を特別損失に

計上しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 210,000,000

計 210,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 58,525,000 58,525,000
株式会社東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 58,525,000 58,525,000 ─ ─

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法
に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成17年３月28日定時株主総会決議

平成17年６月１日発行

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）（注） 820

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注) 820,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月２日
至　平成27年３月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　100
資本組入額　　　100

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者が死亡した場合、新株予約権の相続は認め
ない。
②当社は本新株予約権の行使に関して当社の株式が国内
の証券取引所に上場された日から６ヶ月を経過するま
で行使を認めない。
③当社が株式を国内の証券取引所に上場した日から６ヶ
月を経過した日を起算日として、その日から１年以内に
権利行使できる新株予約権の数は各新株予約権者に付
与された新株予約権数の３分の１（１個に満たない数
が生じる場合は１個に切上げる）を限度とする。また、
起算日から１年超２年以内に行使できる新株予約権の
数は各新株予約権に付与された新株予約権数の３分の
２を限度（１個に満たない数が生じる場合は１個に切
上げる）とし、起算日から２年を超える日以後は全ての
新株予約権の行使を行うことができる。
④新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないもの
とする。
⑤その他の条件については、本株主総会及びその後の取締
役会決議に基づき、当社と対象となる当社及び当社国内
完全子会社の取締役・従業員との間で締結する「新株
予約権付与契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも
のとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　（注）新株予約権の数及び目的となる株式の数は、退職により権利を喪失した者に係る新株予約権の数及び目的となる

株式の数を減じた数であります。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
― 58,525,000 ― 2,651,250 ― 2,198,750
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（５）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、シティグループ・グローバル・マーケッツ・リミテッド及びその共同保有者

である日興シティグループ証券株式会社から平成21年９月15日付の大量保有報告書の提出があり、平成20年10月

10日現在でそれぞれ次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期

間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができません。

　なお、大量保有報告書の写しの内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

シティグループ・グローバル・マーケッ
ツ・リミテッド
（日興シティホールディングス株式会社)

英国ロンドンカナリーワーフカナダス

クウェア　シティグループセンター

東京都千代田区丸の内１丁目５番地１

号新丸の内ビルディング

5,605 9.58

日興シティグループ証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目５番地１

号

350 0.60

合　計 　 5,955 10.18

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

― ―
普通株式　　  953,000

完全議決権株式（その他） 普通株式   57,499,000 57,499 ―

単元未満株式 普通株式　　   73,000 ―
普通株式には、当社所有の自己株

式228株が含まれております。

発行済株式総数 58,525,000 ― ―

総株主の議決権 ― 57,499 ―

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ミヤノ
長野県上田市住吉36番地 953,000 ― 953,000 1.62

計 ― 953,000 ―　 953,000 1.62
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 85 77 75 85 88 96 90 86 87

最低（円） 72 60 65 67 72 82 74 71 77

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役　副
社長執行役
員

技術本部長　
兼　開発部長　
兼　オーシャ
ン事業部長

取締役　副
社長執行役
員

－ 笠原　信助 平成21年10月１日

取締役　常
務執行役員

製造本部長
取締役　常
務執行役員

管理本部長 宮澤　才治 平成21年10月１日

取締役　執
行役員

管理本部長
取締役　執
行役員

製造・技術
本部長

原島　俊夫 平成21年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社ミヤノ(E01732)

四半期報告書

12/27



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,415,310 2,639,062

受取手形及び売掛金 ※2
 1,385,712 3,944,780

商品及び製品 3,090,810 3,366,760

仕掛品 1,470,246 2,739,337

原材料及び貯蔵品 885,864 879,376

その他 672,106 1,015,231

貸倒引当金 △68,859 △23,391

流動資産合計 8,851,191 14,561,156

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,839,265 1,916,872

機械装置及び運搬具（純額） 988,729 1,060,256

土地 ※2
 1,970,437 1,970,437

建設仮勘定 768,744 610,392

その他 315,820 214,959

有形固定資産合計 ※1
 5,882,996

※1
 5,772,918

無形固定資産

その他 851,625 478,763

無形固定資産合計 851,625 478,763

投資その他の資産

投資有価証券 28,745 28,745

繰延税金資産 885,127 426,427

その他 291,568 478,323

貸倒引当金 △2,969 △1

投資その他の資産合計 1,202,472 933,495

固定資産合計 7,937,093 7,185,176

資産合計 16,788,285 21,746,333
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 599,486 4,635,697

短期借入金 ※4
 800,000

※4
 －

1年内償還予定の社債 500,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 599,960 200,000

未払法人税等 19,484 96,369

賞与引当金 2,765 －

製品保証引当金 17,448 28,046

事業再編整理損失引当金 307,679 －

その他 329,478 1,111,480

流動負債合計 3,176,303 6,471,594

固定負債

社債 1,800,000 1,600,000

長期借入金 2,175,050 800,000

再評価に係る繰延税金負債 305,723 305,723

退職給付引当金 777,509 1,017,492

その他 169,595 104,950

固定負債合計 5,227,878 3,828,165

負債合計 8,404,181 10,299,760

純資産の部

株主資本

資本金 2,651,250 2,651,250

資本剰余金 2,221,186 2,418,377

利益剰余金 5,058,928 7,919,675

自己株式 △47,844 △47,716

株主資本合計 9,883,520 12,941,587

評価・換算差額等

土地再評価差額金 128,504 128,504

為替換算調整勘定 △1,644,210 △1,643,421

評価・換算差額等合計 △1,515,706 △1,514,916

少数株主持分 16,289 19,902

純資産合計 8,384,103 11,446,573

負債純資産合計 16,788,285 21,746,333
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 4,768,722

売上原価 4,606,328

売上総利益 162,393

販売費及び一般管理費 ※1
 2,315,821

営業損失（△） △2,153,428

営業外収益

受取利息 3,916

受取配当金 6,473

持分法による投資利益 802

助成金収入 126,645

その他 65,044

営業外収益合計 202,882

営業外費用

支払利息 37,189

為替差損 6,501

その他 46,986

営業外費用合計 90,678

経常損失（△） △2,041,223

特別利益

固定資産売却益 2,126

特別利益合計 2,126

特別損失

事業再編整理損 ※2
 403,168

事業再編整理損失引当金繰入額 ※2
 307,679

その他 9,018

特別損失合計 719,866

税金等調整前四半期純損失（△） △2,758,964

法人税等 ※3
 △118,065

少数株主損失（△） △4,283

四半期純損失（△） △2,636,615
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 1,502,715

売上原価 1,589,345

売上総損失（△） △86,630

販売費及び一般管理費 ※1
 710,111

営業損失（△） △796,741

営業外収益

受取利息 1,169

助成金収入 25,197

その他 25,175

営業外収益合計 51,542

営業外費用

支払利息 17,025

為替差損 63,958

持分法による投資損失 7,562

その他 22,857

営業外費用合計 111,402

経常損失（△） △856,602

特別利益

固定資産売却益 1,264

特別利益合計 1,264

特別損失

固定資産除却損 3,846

特別損失合計 3,846

税金等調整前四半期純損失（△） △859,184

法人税等 ※2
 73,669

少数株主損失（△） △2,359

四半期純損失（△） △930,493
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,758,964

減価償却費 311,958

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50,255

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,727

製品保証引当金の増減額（△は減少） △10,597

事業再編整理損失引当金の増減額（△は減少） 307,679

退職給付引当金の増減額（△は減少） △241,385

受取利息及び受取配当金 △10,389

支払利息 37,189

為替差損益（△は益） △13,108

売上債権の増減額（△は増加） 2,582,973

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,566,113

仕入債務の増減額（△は減少） △4,101,891

その他 △603,270

小計 △2,880,710

利息及び配当金の受取額 10,389

利息の支払額 △38,546

法人税等の支払額 △117,587

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,026,454

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △371,516

有形固定資産の売却による収入 15,077

無形固定資産の取得による支出 △476,643

その他 △3,984

投資活動によるキャッシュ・フロー △837,066

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 800,000

長期借入れによる収入 1,900,000

長期借入金の返済による支出 △124,990

社債の発行による収入 500,000

社債の償還による支出 △200,000

自己株式の取得による支出 △127

配当金の支払額 △229,837

リース債務の返済による支出 △9,521

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,635,522

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,246

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,223,751

現金及び現金同等物の期首残高 2,639,062

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,415,310
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　　棚卸資産については、従来、主として個別法及び総平均法による原価法によっ

ておりましたが、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号)が適用されたことに伴い、

主として個別法及び総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下による簿価切下げの方法)により算定しております。

　　これにより、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の

営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損失が25,555千円それぞれ増加し

ております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

　 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用

　　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平

成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　この変更による利益剰余金及び損益に与える影響は軽微であります。

　なお、セグメント情報に与える重要な影響はありません。

　 （3）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の早期適用

　　「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第24号　平成20年３月10日）が平成22年３月31日以前に開始する連結

会計年度の四半期財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度の第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準及び実務対応報告

を早期適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　　これにより、当連結会計年度期首の資本剰余金が197,191千円減少しておりま

す。

　 （4）「リース取引に関する会計基準」の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開

始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができるこ

とになったことに伴い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間からこれ

らの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

　　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

　　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。

　　この変更による損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末における棚卸資産の棚卸高の算出に関して、実地

棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として、合理

的な方法により算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　在外子会社における法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項

目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等、または、一時

差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を

加味したものを利用する方法によっております。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　平成20年度の法人税法の改正による法定耐用年数の変更に伴い、機械装置について、当連結会計年度の第１四

半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。 

　　この変更による損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 6,266,719 千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　 6,949,774千円

※２　担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるものは、次のと

おりであります。

※２　――――――――――

　

受取手形及び売掛金 196,268 千円

建物及び構築物 1,651,830 千円

土地 1,970,437 千円

 

３　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社について、下記のとおり債務保

証を行っております。

保証先
金額

（千円）
内容

販売先(10社) 8,104 リース債務

計 8,104  

３　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社について、下記のとおり債務保

証を行っております。

保証先
金額

（千円）
内容

販売先(16社) 16,332 リース債務

計 16,332  

※４　貸出コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。

当四半期連結会計期間末における貸出コミットメ

ントラインに係る借入未実行残高は、次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントラインの

総額
1,600,000千円

借入実行額     800,000千円

差引額    800,000千円

　

※４　貸出コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行４行と貸出コミットメントライン契約を締結し

ております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントラ

インに係る借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントラインの

総額
2,000,000千円

借入実行額 ― 千円

差引額 2,000,000千円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費     127,744千円
貸倒引当金繰入額      46,873千円
給料手当     819,548千円
賞与引当金繰入額     2,765千円
退職給付費用      70,001千円
支払手数料     239,669千円
減価償却費      46,125千円

※２　事業再編整理損および事業再編整理損失引当金繰入

額

　　　主な内訳は、割増退職金及び転進支援費用、拠点統廃合

に伴う固定資産の除却及び移転費用等であります。

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

運賃荷造費      36,967千円
貸倒引当金繰入額     14,802千円
給料手当     258,022千円
賞与引当金繰入額       2,765千円
退職給付費用      19,664千円
支払手数料      70,495千円
減価償却費      15,768千円

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定        1,415,310

現金及び現金同等物            1,415,310
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  58,525,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  953,228株

３．新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資 

　平成21年２月10日
　取締役会

普通株式 230,293 4.00  平成20年12月31日  平成21年３月26日 利益剰余金 

５．株主資本の金額の著しい変動

　　　　該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日　至平成21年９月30日）

　当連結グループは工作機械の専業メーカーとして、同一セグメントに属するＮＣ旋盤及びその周辺機器等の製

造、加工、販売を行っており、当該事業以外の事業の種類がないため、記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
日本
（千円）

欧州
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高
962,215 189,436 260,657 90,405 1,502,715 － 1,502,715

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
104,343 1,911 － 12,791 119,045 (119,045) －

計 1,066,558 191,348 260,657 103,196 1,621,760 (119,045) 1,502,715

営業損失 557,317 33,706 49,982 65,937 706,944 (89,797) 796,741

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　
日本
（千円）

欧州
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する

売上高
3,374,112 683,306 504,684 206,618 4,768,722 － 4,768,722

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
407,211 8,599 28 54,719 470,558 (470,558) －

計 3,781,323 691,906 504,713 261,337 5,239,280 (470,558) 4,768,722

営業損失 1,347,564 159,774 193,001 199,216 1,899,556 (253,872) 2,153,428

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

欧州………ドイツ、イギリス

北米………アメリカ

アジア……タイ、フィリピン、中国

３．会計処理の原則及び手続きの変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）
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　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当連結会計年度の

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本

で25,555千円増加しております。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　 欧州 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 189,436 259,958 307,783 859 758,038

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,502,715

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
12.6 17.3 20.5 0.1 50.4

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　 欧州 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 683,306 501,130 816,184 4,631 2,005,253

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 4,768,722

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
14.3 10.5 17.1 0.1 42.1

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

欧州………ドイツ、イギリス

北米………アメリカ

アジア……タイ、フィリピン、中国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

該当事項はありません。　

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 145.35 円 １株当たり純資産額 198.47 円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △45.80 円 １株当たり四半期純損失金額 △16.16 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純損失（千円） △2,636,615 △930,493

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △2,636,615 △930,493

期中平均株式数（千株） 57,572 57,572

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純損失金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　

─────

　

─────

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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２【その他】

 　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

株式会社ミヤノ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩崎　雅樹　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　昌邦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ミヤノの平

成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミヤノ及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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